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中国の大卒者就職制度の変遷 
 




2012 年 11 月 26 日、中国教育部はこのほど、2013 年度の大学卒業予定者の就職情勢とその対






 2003 年から大学生の就職難が続いている。中国では大卒者の就職率がおよそ 70%と公表され
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重要性が高いことである。経済成長と社会発展にとってもポイントの一つである。中国には社
























引き継いだ普遍的な失業者数は好転の兆しをみせた。1952 年、都市部の就業者数は 1949 年の
1533 万人から 2486 万人に増加し、失業者数は 474.2 万人から 376.6 万人に減少した。失業率
は 23.6%から 13.2%まで減少した。第一期五ヶ年計画の実施に伴い、就業状況は好転の一歩を踏




から始まり、水利工程の事業で 5 億 8000 万立方メートル以上となり、水利施設の修繕に参加した被災民は
300 万人、その家族を入れると約 1000 万人がこれによって生活した。 
－ 3 － 
み出し、この計画が終了する 1957 年には失業率は 6%以下に改善された。 
 
図表 1 1949 年―1957 年の失業統計 
年度 失業者数（万人） 都市部失業率（％） 
1949 474.2 23.6 
1950 437.6 - 
1951 400.6 - 
1952 376.6 13.2 
1953 332.7 10.8 
1954 320.8 10.5 
1955 315.4 10.1 
1956 212.9 6.6 
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時代は 1949 年から 1985 年までとなっている。1986 年からは「自主的職業選択」時代に移行し
た。そして、「統包統配」時代は、作成された計画に達成義務の有無によって、さらに「指令性






2.2.1 1950 年―“文化大革命”前の大卒者就業制度 
 「統包統配」の就業制度を維持するために、様々な法令が公布された。政府が大卒者の就職
先を統一配分し、大卒者は自由選択できず、政府の配置に従わなければならなかった。1950 年
6 月 22 日、政務院（国務院の前身である）が「為有計画地合理分配全国公私立高等学校今年暑
期卒業生工作的通知」を公布し、卒業生が相対的多い華東・華南・西南など地域は、一部東北
重点工業建設に支援する。 
1951 年 10 月 1 日、政務院が「関於改革学制的規定」を公布した、規定に高等学校卒業生の
工作は政府が配分することを明確に規定した。その後の長い間に、政務院総理が自ら大卒者の
就職分配工作を担当した。 





とを規定した。1955 年 8 月 9 日に、政務院は卒業生の統一職場配置に関して提出した「指示」
でいかなる部門及び高等教育機関は、緊急需要によって、卒業生を選抜する場合、事前に高等
教育部の許可を得る。その選抜者は、高等教育部が政務院に報告して許可を得ることとする。 
また、1961 年 2 月 28 日に「加強中央官庁、省、市、自治区所属高等教育機関的在校生問題
的管理」では、今後、高等教育機関在校生は必ず学制の規定に従って、すべて教育課程の履修
を終えてから、卒業後再職場配置を受け、いかなる雇用機関も卒業していない学生を配置され
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ないように指示した。 
1963 年 5 月 10 日に「関於 1963 年高等教育機関卒業生的配置計画的報告」では、高等教育機
関卒業生の中で、特別優れた学生は、特徴に基づいて配置すること、また、継続的に養成及び
鍛えることに注意する。彼らは将来的に科学・技術人材に形成することに重要な役割を果たせ
るべきである。その後、1963 年 7 月 23 日に、教育部は「関於特別優秀卒業生選抜的通知」を
公布した。しかし、1965 年にこの「通知」は選抜を停止することに至った。 
 1963 年 8 月 17 日に、政務院は「関於 1963 年高等教育機関卒業生的労働実習的通知」を公布








が起こり、相互の論戦から 100 日続く武力闘争へと発展、1968 年 7 月 28 日には事態収束のた
め毛沢東が人民大会堂で学生リーダーたちを説得しなければならない状態になった。こうした
ことから紅衛兵運動は停止された。1968 年 12 月 22 日には『人民日報』が「若者たちは貧しい
農民から再教育を受ける必要がある」として、都市に住む中学生・高校生などは農村に行って
働かなければならないという毛沢東の指示を報じた。 
 この上山下郷運動8 による下放は、その後、1968 年からおよそ 10 年間に渡り行われた。都市
と農村の格差撤廃という共産主義のスローガンの影響と、都市部の就職難を改善させる目的か
























2.2.3 “文化大革命”後の大卒者就業制度―1984 年 
 1977 年と 1978 年の 2 年間で都市部に返還する若者は 650 万人以上になった。1979 年には都
市部では累計で 1500 万人の失業者があふれ、労働部門に登録した失業者は 568 万人、失業率は


















































 「統包統配」制度のデメリットは、以下の通りに指摘できる（図表 2）。 



























 1985 年、政府は統一「高考」9 の受験生の中に少数の国家計画外の自費生（私費生）が認めら
れることになった。かつて国家「統包」の大学生募集制度は、国家計画募集（学費国家負担）
と国家計画外募集（大学生個人負担）のようになった（中国語では“双軌制”とも呼ばれてい
                                                     
9 全国普通高等学校招生入学考試 [全國普通髙等學校招生入學考試]は、中国実施されている入試システム
である。通称「高考」。中国の大学は欧米と同じく 9 月入学のため、毎年 6 月から 7 月に試験が行われる。
日本と違い、大学や専攻ごとの試験は原則行われず、この高考の試験結果のみで合否が判断される。 

















                                                     

















図表 2 「統包統配」制度のデメリット 
筆者作成 
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図表 4 1990 年―2008 年大学進学者数と進学率 
 












 1999 年 5 月、中央政府は「大学生募集拡大」政策を決定し、実行した。高等教育機関の募集
人数は 1997 年の 100 万から 2000 年の 220 万人に増加した、大卒者の人数も 1997 年の 82.9 万
人から 2003 年の 187.7 万人に増加した。（図表 5） 
 このような政策には、根本的には就職難問題を解決することができない。1999 年労働市場に
参入する高校卒業生の就職を 3、4 年間遅らせ、2002 年「大学生募集拡大」政策実行後初めて
の卒業生が労働市場に参入した。しかし、当時未就職者数は 26.7 万人に上り、2001 年の 10.4
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図表 5 経済発展と高等教育の発展 （1997 年―2011 年） 
年 
GDP 成長率 本専科募集人数 高等学校卒業生 卒業生増加率 
(%) （万人） （万人） （％） 
1997 8.8 100.0  82.9  - 
1998 7.8 108.4  83.0  0.1  
1999 7.1 159.7  84.8  2.1  
2000 8.0 220.6  95.0  12.1  
2001 7.3 268.3  103.6  9.1  
2002 8.0 320.5  133.7  29.0  
2003 9.1 382.2  187.7  40.4  
2004 9.5 447.3  239.1  27.4  
2005 9.9 504.5  306.8  28.3  
2006 10.7 546.1  413.0  34.6  
2007 11.4 565.9  495.0  19.9  
2008 9.0 607.7  559.0  12.9  
2009 9.2 639.5  611.0  9.3  
2010 9.2 - 630.0  3.1  
2011 - - 660.0  4.8  
資料：『中国統計年鑑』、『全国教育事業発展統計公報』 
 
図表 6 大卒者就職状況（1996 年―2010 年） 
年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 
卒業生（万人） 83.9 82.9  83.0 84.8 95.0 103.6 133.7  187.7  
就業率（％） 93.7 97.1  76.8 79.3 82.0 90.0 80.0  70.0  
未就業者（万人） 5.3 2.4  19.3 17.6 17.1 10.4 26.7  56.3  
         
年 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010  
卒業生（万人） 239.1  306.8  413.0 495.0 559.0 611.0 630.0   
就業率（％） 73.0 72.6  70.0 70.9 70.0 68.0 72.2   
未就業者（万人） 64.6 84.1  123.9 144.0 167.7 195.5 175.0   
資料：『中国統計年鑑』、『全国教育事業発展統計公報』 




の付加価値が GDP に占める比率はそれぞれ 10.2％、46.9％、43.0％である。1990 年と比較す
ると、第一次産業の比率は 16.9 ポイント下がり、第二次産業と第三次産業はそれぞれ 5.6 ポ
イント及び 11.4 ポイント上がった。総体的に見ると、過去 20 年間における、中国の産業構造
の変化は 1970 年代来の主な特徴（図表 7）を継続しており、第一次産業の比率は下降を続け、
第二次産業は第一の産業としての地位を強固にし、第三次産業のシェアは顕著に上昇している。 
 新中国建国から発展過程を振りかえると、中国の産業構造の変化はおおむね 3 段階に分ける
ことができる。第一段階は 1950 年代初期～70 年代初期で、20 年余りの間、第一次産業は基本
的に第一の産業という重要な位置を占めており、中国は明らかに農業経済の段階にあり、工業













































 就業構造から見ると（図表 8）、ここ 20 年間は第二次及び第三次産業の労働生産性が第一次
産業と比較して顕著に高く、労働力の第一次産業から第二次及び第三次産業の移行の持続的な
加速を招いた。第一次産業の就業率は 1990 年の 60.1%から 2009 年 38.1%にまで低下し、第一次
産業の実際の就業人口は 21.2%減少した。これと同時に、非農業部門が受け入れる就業人口が
急速に増加した。第二次産業の就業人口の比率は 1990 年の 21.4%から 27.8%まで上昇し、実際
の就業人口は 1.4 億人足らずから 2.1 億人にまで増加した。同時期に第三次産業の就業人口の
































































 実務化―政治色が薄れたことである。改革開放 30 年来、経済の地位が徐々に向上し、青年の
就職観でも経済的志向が高まり、経済意識が強まった。青年が経済意識の強まりとともにより






























門学校など）の新卒学生は 660 万人にのぼる。日本の新卒の 10 倍に近いのである。1998 年の
中国の新卒は 83 万人だから 13 年間で 8 倍近くに増えた計算だ。学校数も 1998 年の約 1000 校
から 2008 年には 1800 校に増え、大学進学率は 25%に達している。 
































図表 9 大卒者就職難の持続化 
筆者作成 




















問題もある。中国国家統計局の数字によると、中国の第三次産業就業者数は 2010 年で 34.1％、
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